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はじめに

損害等の責任：本資料は掲載内容で生じた障害に対する一切の責任を負いません。
情報の正確性：可能な限り正確な情報を収集しておりますが、安全性や確実な情報提供を保証する物ではありません。
※本資料の内容は一般的な情報提供を目的としており、個別具体的な事案に対する法的助言（法的鑑定）ではありません。具体的な判断については弁護士にご相談ください。

この度、令和8年1月1日より、「下請法」は「取適法」へと変わります。
本改正は、単なるマイナーチェンジではなく、これまでの商取引や業界構造そのものにメスを
入れる、かなり踏み込んだ改正となっています。

特に中小企業では、「値上げは困るので、価格は据え置きでお願い」との強い立場の企業に
押し切られ、泣き寝入りせざるを得ない状況が長年続き、それは現代でも根強く残っています。
また、それと同時に、現在では、企業のコストは年々上がっていますよね。
人件費の上昇、原材料費の高騰、電気、ガスといったエネルギーコストの増加、つまり経営者
からすれば仕入れも人件費も光熱費も全部上がっているのに取引価格はそのまま。
このギャップによって、中小企業の利益は圧迫され、賃上げの原資を確保できないのです。

だからこそ、求められるのは構造的かつ抜本的な改革。

こうした背景を踏まえて政府が今回の改正で上げたキーワードが「構造的な価格転嫁」です。
単なる一時的な値上げではなく、コストが上がれば価格も上がる。これを当たり前にする仕組み
を作ることが目的です。

そうなれば中小企業は適正な利益を確保でき、それによって従業員の賃上げもしやすくなる。
そして余剰分は設備投資や人材育成にも資金を回せる。結果として日本経済全体が活性化する。

この好循環を生み出すためには、まずは取引ルールを根本から改革する必要があるという判断に
至ったのです。
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今さら聞けない【下請法】とは？

下請代金支払遅延等防止法（下請法）の概要

１．第１条（目的）
この法律は、下請代金の支払遅延等を防止することによって 親事業者の下請事業者に対する取引を
公正ならしめるとともに下請事業者の利益を保護し、もって国民経済の健全な発達に寄与することを
目的とする。

①取引の公正化 ②下請事業者の利益保護

端的に言うと…

下請法では、
下請法の規制を受ける側（発注する側）を【親事業者】、下請法で守られる側（受注する側）を
【下請事業者】と呼び、下請法に該当する取引かどうかを判断する定義づけは、
当事者間で行われる委託取引の内容と当事者の資本金の額によって決まり、
どちらも該当する場合に限り適用。

独占禁止法の補完法として、昭和31年に制定されました。

下請取引 取引の内容 資本金区分＋＝

～下請法が該当する取引って？～

として



今さら聞けない【下請法】とは？

下請代金支払遅延等防止法（下請法）の概要

２．親事業者・下請事業者の定義（第２条１項～８項）
下請法では、①製造委託 ②修理委託 ③情報成果物作成委託 ④役務委託 という4種類の委託取引
が適用対象となる取引である、と定められており、各取引の親・下請事業者の定義は資本金額で
決まっています。

～親と下請事業者の定義は？～

6

（１）●物品の製造委託・修理委託
●情報成果物作成委託・役務提供委託（プログラム作成・運送・物品の倉庫における補完及び情報処理に係るもの）

（２）●情報成果物作成委託・役務提供委託（上記外のもの）

資本金３億円超

資本金１千万円～３億円以下

資本金３億円以下（個人含）

資本金１千万円以下（個人含）

親事業者 下請事業者

資本金５千万円超

資本金１千万円～５千万円以下

資本金５千万円以下（個人含）

資本金１千万円以下（個人含）

親事業者 下請事業者



今さら聞けない【下請法】とは？

下請代金支払遅延等防止法（下請法）の概要

３．親事業者の4つの義務・11の禁止行為
下請法では 下請取引適正化のために、親事業者に対し4つの義務と、11の禁止行為を定めています。
そして、下請法違反行為が認められた場合には、公正取引委員会が、当該親事業者に対し、
違反行為の是正や「勧告」を行うとともに、事業者名＆違反行為の概要等を公表します。

～親に定められた義務と禁止行為～

（２）禁止行為

①受領拒否の禁止 ②下請代金の支払遅延の禁止 ③下請代金の減額の禁止 ④返品の禁止
⑤買いたたきの禁止 ⑥物の購入強制・役務の利用強制の禁止 ⑦報復措置の禁止
⑧有償支給原材料の対価の早期決済の禁止 ⑨割引困難な手形の交付の禁止
⑩不当な経済上の利益の提供要請の禁止 ⑪不当な給付内容の変更・やり直しの禁止

下請法の規制は 親事業者と下請事業者との間には 決定的な「力の差」があることが前提となっており、
仮に親事業者と下請事業者との間に合意があったとしても、下請法に定める禁止事項に触れる場合には、
下請法違反となることに、留意する必要があります。

（１）義務

①書面の交付義務 ②書類作成・保存義務 ③下請代金の支払期日を定める義務 ④遅延利息の支払義務

7



今さら聞けない【下請法】とは？

8

～下請法の抜け穴と商習慣～

優越的な地位を利用して、自分本位な取引をする事業者、弱い者いじめをする事業者等が
出てこないように、みんなで守りましょう、という絶対的なルールではあったのですが…

【違反事例①】今まで、運送業者と発荷主間での取引は、下請法の対象外。よって、発荷主からの契約外のことを
要求されたり、荷待ちを強要するなどの習慣が横行。運送事業者は断ると、「ではもう取引を辞める」
などと言われても言うとおりにするしかなかった。（独占禁止法によって守られていた部分はあります）

【違反事例②】発注者側の会社が、受注する側の中小企業の資本金を増額させ、下請法の適応を逃れる手法。
先に述べましたように、下請法の適用については、発注側の資本金が３億円以下～１０００万円超の場合、
下請け企業は、１０００万円以下といった基準があります。
このため、中小企業の資本金の額を操作し、１０００万円を超えれば適用の対象外になるので、

「ルールを守らなくて良い」などという解釈。

【違反事例③】発注者側（大手企業）が資本金の小さい子会社を作り、その子会社と下請企業を取引させる方法。
これによって、中身は大企業さながらですが、見かけ上・定義上は中小企業となるため、親会社の定義に
該当せず、適用を逃れるパターン。

いわゆる【悪しき商習慣】が長らく続きましたが、
兼ねてより求められた法改正と対応を迫られ、ようやく改正へ！
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【下請法】から【取適法】へ
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法目的

適用対象

●中小受託取引の公正化 ●中小受託事業者の利益保護

①取引の内容

①取引の内容 ＋ ②規模要件 ＝ 取適法対象取引

製造委託 修理委託
情報成果物作成委託
（プログラム作成）

特定運送委託役務提供委託
（運送・倉庫保管・情報処理）

②規模要件 委託事
業者

資本金３億円超

資本金１千万円～３億円以下

常時使用の従業員３００人超

中小受託
事業者

（個人含）

資本金３億円以下

資本金１千万円以下

常時使用の従業員３００人以下

中小受託
事業者

（個人含）

資本金５千万円以下

資本金１千万円以下

常時使用の従業員１００人以下

中小受託
事業者

（個人含）

資本金５千万円超

資本金１千万円～５千万円以下

常時使用の従業員１００人超

②規模要件

①取引の内容
情報成果物作成委託

（プログラム作成以外）
役務提供委託

（運送・倉庫保管・情報処理以外）

1 発注内容を明示する義務（発注書の交付）
2 取引に関する書類等を作成・保存する義務（２年）
3 支払期日（受領後60日以内）を定める義務
4 遅延利息（14.6%）の支払義務

1 受領拒否
2 支払遅延（手形払等禁止）
3 減額
4 返品
5 買いたたき
6 購入・利用強制

7 報復措置
8  有償支払原材料等の対価の早期決済

割引困難な手形の交付
9  不当な経済上の利益提供要請
10 不当な給付内容の変更・やり直し
11 協議に応じない一方的な代金決定

義務 禁止行為

下請法から【取適法】へ

～改正点全体像（赤字が改正内容）～

※建設業法に規定される
建設業を営む者が業とし
て請け負う建設工事は本
制度の適用対象となりま
せん。



下請法から【取適法】へ
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～制度概要・主な改正ポイント６つ～

（１）名称変更

用語の見直し

旧 新

下請代金支払遅延等防止法
（通称：下請法）

製造委託等に係る中小受託事業者に対する
代金の支払の遅延等の防止に関する法律
（略称：中小受託取引適正化法）
（通称：取適法＜とりてきほう＞）

親事業者 委託事業者

下請事業者 中小受託事業者

下請代金 製造委託等代金

今までの【上下関係】や【優越的地位】を連想させるようなワードを廃止し、
【対等なパートナー】としての位置づけを想起できるワードへ変更！

●共存共栄を目指す、対等なパートナーとして取引の適正化を推進
●サプライチェーン全体の付加価値向上を目指す



下請法から【取適法】へ
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～制度概要・主な改正ポイント６つ～

（２）【運送委託】を対象取引に追加（物流問題への対応）【⇒p.13へ】
新たに【発荷主が運送事業者間に対して物品の運送を委託する取引】も対象に広げました。

（３）従業員基準の規模要件への追加（下請法逃れへの対応）【⇒p.15へ】
従業員300人（役務提供委託等は100人）の区分を追加。（p.4の取引定義を構成する2つの要件を参照）
資本金額・従業員数のうち、どちらか一つでも当てはまれば本法律の対象となります。

（４）手形等の禁止（支払遅延を発生させる可能性があったため）【⇒p.16へ】
対象取引において、手形払い等を禁止。その他の支払手段（電子記録債権・ファクタリング等）についても、
支払期日までに、中小受託事業者（旧：下請事業者）が代金満額相当の現金を得ることが困難な場合は禁止。

（５）協議に応じない一方的な代金決定の禁止（価格据え置き取引への対応）【⇒p.17へ】
昨今あらゆるコストが上昇している中で、委託事業者（旧：親会社）が中小受託事業者（旧：下請事業者）からの
価格転嫁の求めがあっても、応じない・必要な説明無く価格を据え置くなどが課題となっていました。
こうした行為に対応できるよう、従来の買いたたき規制に加え、交渉プロセスに着目して規定を新設しました。

（６）面的執行の強化（取り締まりの強化）【⇒p.18へ】
公正取引委員会・中小企業庁・事業所管省庁の連携を強めるために、事業所管省庁の主務大臣にも本法律に
おける指導・助言の権限を付与。省庁間の相互情報共有に係る規定を新設しました。

規制の見直し



下請法から【取適法】へ
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～制度概要・主な改正ポイント６つ～

（２）【特定運送委託】を対象取引に追加（物流問題への対応）

新たに【発荷主が運送事業者間に対して物品の運送を
委託する取引】も対象になりました。

その委託業務を、【特定運送委託】と呼び、
下請法では4点だった委託取引の定義が、
取適法では、合計で５点に。

▲公正取引員会公式ガイドブックより（https://www.jftc.go.jp/toriteki_2025/）

これによって、発荷主も取適法の規制対象となりま
した！
契約にない荷待ち行為を無償で行わされたり
（有償でも法外な契約ならもともと不可）、
それを拒否した場合の報復を恐れ、泣き寝入り
せざるを得ない状況を無くすことができるのです！
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下請法から【取適法】へ
～制度概要・主な改正ポイント６つ～

公正取引員会公式ガイドブックより（https://www.jftc.go.jp/toriteki_2025/）



下請法から【取適法】へ
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～制度概要・主な改正ポイント６つ～

（３）従業員基準の規模要件への追加
（下請法逃れへの対応）

従業員300人（役務提供委託等は100人）の区分を追加。
（p.4の取引定義を構成する2つの要件を参照）

資本金額・従業員数のうち、どちらか一つでも
当てはまれば取適法の対象となります。

▲公正取引員会公式ガイドブックより（https://www.jftc.go.jp/toriteki_2025/）

これによって、資本金だけを形式的に操作して旧下請法
（現取適法）の適用を逃れる行為を抑止
しやすくなるよう制度が見直されました！

（p７の下請法の抜け穴の慣習を参照）

簡単に数字を操作しにくい従業員数も、
企業規模の要件とすることで、
然るべき企業には、当たり前に取適法の
ルールを適用させることができます。



下請法から【取適法】へ
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～制度概要・主な改正ポイント６つ～

（４）手形等の禁止（支払遅延を発生させる可能性があったため）

対象取引において、手形払い等を禁止。その他の支払手段（電子記録債権・ファクタリング等）についても、
支払期日までに、中小受託事業者（旧：下請事業者）が代金満額相当の現金を得ることが困難な場合は禁止。

今後は、現金 or 支払期日までに現金化できる方法で支払いが必要になりました！

物品等を受領した日から起算して、60日を経過した場合。その60日を経過した日から、実際に支払いをする日
までの期間については、年14.6%の遅延利息を支払う義務があります（旧下請法と同ルール）。

これによって、しっかりと期日までに現金で中小受託事業者にお金が支払われる仕組化
を進めた形です。
支払遅延利息はかなり高めに設定されていますね。もちろん、普段よりしっかり期日管理
をされている中かと思いますが、今後も支払期日は確実に守りましょう！



下請法から【取適法】へ
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～制度概要・主な改正ポイント６つ～

（５）協議に応じない一方的な代金決定の禁止（価格据え置き取引への対応）

昨今あらゆるコストが上昇している中で、委託事業者（旧：親会社）が中小受託事業者（旧：下請事業者）
からの価格転嫁の求めがあっても、応じない・必要な説明無く価格を据え置くことなどが課題となっていました。
こうした行為に対応できるよう、従来の買いたたき規制に加え、交渉プロセスに着目して規定を新設しました。

今までも例えば下記5点のようなことが禁止されていたが、実質守られていない現状があった…

①受領拒否 ：商品を受け取らない。勝手にキャンセルする。
②支払遅延 ：請求書が遅れても、期日までに支払う義務がある。
③代金の減額：「協力金」「手数料」などという名目で、不当なマージンを取り、実質減額も×
④返品 ：売れ残りなどを、発注者側が返品する行為
⑤買いたたき：原材料費や労務費を無視して、極端な低価格設定を押し付ける行為

これによって、中小受託者側が「価格を上げたい」と交渉してきたときに、その交渉に
「応じること」がまず必要になりました。価格適正化に向けた協議をしたかどうか？そし
て価格を据え置きor変更でも、どちらにせよ、求められれば「その価格設定における十分
な説明が必要」になったのです。



下請法から【取適法】へ
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～制度概要・主な改正ポイント６つ～

（６）面的執行の強化（取り締まりの強化）

公正取引委員会・中小企業庁・事業所管省庁
の連携を強めるために、事業所管省庁の
主務大臣にも本法律における指導・助言の
権限を付与（新設）。

違法行為に対する指導を行える所を増やし、
より多くの人の目をもって取引の公正化を
遵守させる目的です。

▲公正取引員会公式ガイドブックより（https://www.jftc.go.jp/toriteki_2025/）

これによって、例えば、建設業や
運送業なら国土交通省、製造業なら経済産業省など、
中小受託事業者にとって一番身近な事業所管省庁
にも取り締まり権限を拡大することで、違反行為
に対する罰則の厳格化を示しています。



下請法から【取適法】へ
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～困った時は、取引かけこみ寺へ～

▲公正取引員会公式ガイドブックより（https://www.jftc.go.jp/toriteki_2025/）

チラシに記載のあるような
不当な行為など、様々な悩みに、
専門の相談家や弁護士が、
無料でアドバイスを行うような、
相談窓口があります！

いきなり「公正取引委員会」や
「事業所官省庁」に話に行く
のは気が引けても、こういった
無料の相談窓口があれば安心
ですね！
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情報収集に苦戦したら、エフアンドエム！

03
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～よくある中小企業の悩み～

【時間】

●お客様・現場第一優先！
社内のことは後回しにしがち…

●調べる時間がない…【コスト】

●専門家への相談は
数万円かかる…

●管理部門に人手を
割く余裕はない…

【補助金等情報・法改正】

●情報が多すぎてどのサイトを
信じれば良いか分からない…

●聞いたことはあるけど詳細までは
正直よく知らない…

●顧問はいるけど、
正直コミュニケーション不足…

これらのお悩みを、F&M Clubが解決します！

情報収集に苦戦したらエフアンドエム！

※本サービスの内容は一般的な情報提供を目的としており、個別具体的な事案に対する法的助言（法的鑑定）ではありません。具体的な判断については弁護士にご相談ください



22

情報収集に苦戦したらエフアンドエム！

【取引先との書類の雛形が豊富】

・取適法に係る価格改定のお知ら文書

・手形廃止における依頼文

・その他の帳票、規定、秘密保持契約書・委託契約書など
の契約書、社外向け文書などを３００種類以上ご用意！

・何度でもDL可能で、法改正があれば、都度修正して
納品しています

～F&M Club について～
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情報収集に苦戦したらエフアンドエム！

【取引先との書類の雛形が豊富】

・価格交渉のプロセスを記録する、議事録の雛形

・取適法に該当する取引かどうかを診断する
フローチャート など

～F&M Club について～
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情報収集に苦戦したらエフアンドエム！

【契約書AIレビュー】

・取適法に係る価格改定のお知ら文書

・AIが自動でリスク箇所を分析し、
リスクの高い条項を優先的にレビュー

・専門弁護士が監修した修正案や解説文を提供

・会員なら一定件数まで会費内で利用可能！
追加使用したい時も課金OK！
高額になりがちな法律専門家の費用を削減します

※システム提供のみを行っており、レビュー結果の内容には関与いたしません。また、レビュー結果の内容に関連するご質問にはお答えしかねますので、予めご了承ください。
※当社は弁護士法第72条（非弁行為の禁止）を厳守しております。
※会員には無料利用枠（年間3件）がございます。無料利用枠を超えた場合、1件につき10,000円（税別）の料金が発生いたします。年間の利用は最大10件までとなります。

～F&M Club について～
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情報収集に苦戦したらエフアンドエム！

【イーラーニングで最新情報を常にアップデートしましょう】

・短時間で、隙間時間にスキルアップ
・全従業員が閲覧可能。従業員数に応じて費用が増えることはありません
・いつでも、どこでも、何度でも視聴可能
・法改正、労務トラブル、契約書チェックのポイント、マネジメント研修、営業研修、マナー講習、電話対応の仕方、
敬語の使い方、求人票の書き方ポイント、Z世代の育て方講座、電帳法とインボイス制度について etc…

～F&M Club について～
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情報収集に苦戦したらエフアンドエム！

【サービスセンター：困ったら、とりあえずF&M！何度でも相談できる安心を届けます】

・労務・財務・採用・教育・補助金助成金等の経営に関することから、お礼状の書き方、
記念パーティの挨拶など、まるで貴社の総務担当者かのようにご相談可能！

（よくあるご相談内容：例）
・電子帳簿保存法とインボイス制度について知りたい
・役員報酬の決め方の例や、退職金の準備、事業承継などを相談したい
・育児休業を取る従業員がいるけど、何か使える助成金はある？

～F&M Club について～

※本サービスの内容は一般的な情報提供を目的としており、個別具体的な事案に対する法的助言（法的鑑定）ではありません。具体的な判断については弁護士にご相談ください
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～その他のF&M Club について～

【財務】
経営力向上計画策定支援・資金繰表作成・収益予測表・財務格付け診断・
財務状況分析など。
例えば資金調達の時期のご相談や、補助金助成金・優遇税制などの情報の
ご提案、申請の可否、ではその申請時に必要な就業規則の見直しなど、
さまざまなご支援を複合的にご提案が可能です。

【人材】
ハローワーク求人票の文例分析・
文例作成サポート、面接時活用していただく
適性診断のパーソナリティ診断、
高額なコストがかかる人事考課作成のサポート
など。全て追加料金はナシ！相談もし放題です。

【情報】
自社の労務体制で受給可否を確認する
助成金診断や、翻訳サービス※、
リーガルAIレビュー※、そして全国の公的支援制
度が探せて、受給金額や公募スケジュールが
一目瞭然で分かるホジョサーチ！

情報収集に苦戦したらエフアンドエム！

※システム提供のみを行っており、レビュー結果の内容には関与いたしません。また、レビュー結果の内容に関連するご質問にはお答えしかねますので、予めご了承ください。
※当社は弁護士法第72条（非弁行為の禁止）を厳守しております。
※会員には無料利用枠（年間3件）がございます。無料利用枠を超えた場合、1件につき10,000円（税別）の料金が発生いたします。年間の利用は最大10件までとなります。
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～F&M Club について～

情報収集に苦戦したらエフアンドエム！

※ISOに関するご相談・見積もり等は無料です
※実際に申請資料の作成に係るご支援をする場合は、別途見積書を作成し、別料金が発生します
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～F&M Club について～

F&M Club のサポート体制

情報収集に苦戦したらエフアンドエム！
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～F&M Club について～

情報収集に苦戦したらエフアンドエム！
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～会社概要～

情報収集に苦戦したらエフアンドエム！
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～会社概要～

エフアンドエムクラブ

情報収集に苦戦したらエフアンドエム！

※本資料の内容は一般的な情報提供を目的としており、個別具体的な事案に対する法的助言（法的鑑定）ではありません。具体的な判断については弁護士にご相談ください


